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１Ｉ０１ 

日本企業の中国と米国における目的に適合した研究開発マネジメント 

 

 
○近藤 正幸 (横浜国立大学大学院), 松井 功（(社)研究産業・産業技術振興協会） 

 

 

1. オープン･イノベーションの時代における日本企業の中国における研究開発 
企業がグローバル競争を行う中で外部資源も活用したイノベーション、つまり、オープン･イノベー

ションが盛んになっている。こうした流れの中で、海外における研究所立地も盛んになっている。こう

した海外研究開発拠点の活動が目的に適合している企業もあればそうでない企業もある。 
日本企業の海外研究開発立地の意向は日本貿易振興機構｢平成22年度日本企業の海外展開に関するア

ンケート調査｣(2011 年 3 月)によると、新製品開発についても現地市場向け仕様変更についても中国が

第 1 位である。米国は新製品開発については第 2 位、現地市場向け仕様変更については第 3 位である。

世界の多国籍企業についても UNCTAD の World Investment Report 2005 によると今後の海外研究所立地

先として最も魅力的な国は中国になっている。また、米国は第 2位で先進国の中では海外研究所立地先

としてトップである。 

そこで、本稿では日本企業の中国と米国における研究開発マネジメントについて、目的に適合してい

ると評価する企業とそうでない企業との相違について米中比較も交えて論じる。 
 

2. 研究方法とアンケート調査の概要 
本研究にあたっては日本国内及び海外において日本企業等のインタビュー調査を実施するとともに

アンケート調査を実施した。 

アンケート調査は 2009 年 10 月に東洋経済｢海外進出企業総覧 2009 年版｣により海外に製造拠点か研

究開発拠点を有する企業で 50％以上出資している企業 652 社を対象に実施した。回答企業数は 125 社で

回収率は 19.2％であった。業種別には、電気機器 19％、化学 15％、機械 12％、輸送用機器 11％、精

密機器 5％の割合になっている。 

 
3. 分析の視点・対象・方法・項目 

本研究では、分析の視点を 
 目的適合度が高い企業と低い企業の比較 
 中国における研究開発拠点及び米国における研究開発拠点の比較 

の 2点とした。 

本稿の分析の対象はアンケート調査回答企業のうち、中国に研究開発拠点を有する企業 17 社、米国

研究開発拠点を有する企業 34 社である。 

分析方法は、先ず、中国における研究開発拠点及び米国における研究開発拠点について 
 評価: 目的適合度 

について先ず分析を実施し、目的適合度に応じて企業を 
a.｢目的に適っている｣、 
b.｢ある程度目的に適っている｣、 
c.｢どちらともいえない」又は｢目的に適っていない｣ 

の 3 グループに分類した。その上で、グループ毎に、以下の項目について、中国における研究開発拠点

及び米国における研究開発拠点の双方について分析している。 
 設置理由･位置づけ 
 資源投入度 
 運営権(最高責任者･テーマ決定権) 
 現地コア人材 
 研究内容と産学官連携 
 運営上の問題点 
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このほか、設置時期、資本金、設立形態についても分析を実施したが、これらの項目については顕著

な差異は認められなかった。 
最後に、中国における研究開発拠点及び米国における研究開発拠点の比較分析を行っている。 
 

4. 分析成果 
4.1 目的適合度 

中国における研究開発拠点について、目的適合度をみてみると、 
 ｢目的に適っている」 44% 
 ｢ある程度目的に適っている」 31% 
 ｢どちらともいえない」又は｢目的に適っていない」 25% 

であり、米国における研究開発拠点については  
 ｢目的に適っている」 47% 
 ｢ある程度目的に適っている」 31% 
 ｢どちらともいえない」又は｢目的に適っていない」 22% 

であり、大差はない。中国における研究開発拠点についても米国における研究開発拠点についても 8 割

近くが｢目的に適っている」か｢ある程度目的に適っている」と回答している。 
｢目的に適っている」を 2 点、｢ある程度目的に適っている」を 1 点、｢どちらともいえない」を 0 点、

｢目的に適っていない」を-2 点として計算してみると、中国における研究開発拠点については 1.3 点、

米国における研究開発拠点については 1.3 点であり、歴史が長いせいか、米国における研究開発拠点の

方がやや目的適合度が高い。 
 

4.2 中国における研究開発拠点 

設置理由については、あまり目的に適っていない企業では設置理由を｢コスト｣としている企業が多く、

目的に適っている企業では代わりに｢研究、生産、販売の一貫｣、「優秀な人材」が挙がっている。 
位置づけについては目的に適っている企業では｢現地向け｣に次いで｢日本向け｣が多いが、あまり目的

に適っていない企業では｢現地向け｣に次いで｢グローバル向け｣を挙げている。 
資源投入度については、あまり目的に適っていない企業では研究者・技術者数で見た規模も小さく、

全体の研究費に対する海外拠点の研究開発費の比率も低い。  
運営権については、あまり目的に適っていない企業では最高責任者の現地人の割合が低い。テーマ決

定権については、目的に適っている企業では現地の割合が高い。 
現地コア人材については、目的に適っている企業ほど現地コア人材がいる割合が高い。 
研究内容については、目的に適っている企業では｢実用研究開発｣が多く、あまり目的に適っていない

企業では「独自基礎研究」が多い。産学官連携については ｢大学・国研等との共同基礎研究｣をどの企

業もある程度している。 
運営上の問題点については、あまり目的に適っていない企業では｢人材流出｣、｢海外研究の評価の困

難｣、｢費用対効果｣が問題となっている。｢人材確保｣ , 「知財･ノウハウの流出」の問題は共通的である。 
 

4.3 米国における研究開発拠点 

設置理由は、目的に適っている企業では設置理由が｢技術情報収集｣, ｢現地ニーズ対応｣と並んで｢優秀

な人材｣としている企業が多いが、目的に適っていない企業では｢優秀な人材｣を挙げる企業は多くない。 
位置づけについては、目的に適っている企業では「グローバル向け」が多いのに対し、目的に適って

いない企業では「グローバル向け」を挙げる企業は多くない。 
資源投入度については、目的に適っている企業では研究者・技術者数で見た規模が比較的大きく、海

外拠点の研究開発費の比率も高い。あまり目的に適っていない企業では研究者・技術者数で見た規模は

小さく、全体の研究費に対する海外拠点の研究開発費の比率はもっと高い。 
運営権については、あまり目的に適っていない企業では最高責任者の現地人の割合が高く、テーマ決

定権の現地の割合も高い。目的に適っている企業では逆になっている。 
現地コア人材については、目的に適っている企業では現地コア人材が 100％いる。 
研究内容については、目的に適っている企業では｢独自基礎研究｣が多く、あまり目的に適っていない

企業では｢独自基礎研究｣は少ない。 
産学官連携はどの企業もある程度している。 
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運営上の問題点については、あまり目的に適っていない企業では ｢費用対効果｣ が｢人材確保｣と並ん

で多く、 ｢国内との分担｣、｢コミュニケーション｣も問題となっている。目的に適っている企業では｢人

材確保｣ は共通だが、｢費用対効果｣ はトップの問題ではなく、 ｢国内との分担｣、｢コミュニケーショ

ン｣もあまり問題となっていない。 
 

4.4 中国における研究開発拠点と米国における研究開発拠点の比較 
設置理由･位置づけについては、目的に適っている企業では、中国では位置づけが「日本向け」が多

いが、米国では「グローバル向け」が多い。 
資源投入度については、中国では目的に適っている企業で海外拠点の研究開発費の比率が高いが、米

国ではあまり目的に適っていない企業で海外拠点の研究開発費の比率が高い。逆になっている。 
運営権(最高責任者･テーマ決定権)については、中国ではあまり目的に適っていない企業で現地の運営

権が弱いが、米国ではあまり目的に適っていない企業で現地の運営権が強い。この点についても逆にな

っている。 
現地コア人材については、目的に適っている企業では中国でも米国でも現地コア人材がいる割合が高

い。 
研究内容については、中国ではあまり目的に適っていない企業で「独自基礎研究」が多いが、米国で

は目的に適っている企業で「独自基礎研究」が多い。この点についても逆になっている。 
運営上の問題点については、あまり目的に適っていない企業では中国では｢人材流出｣、｢海外研究の

評価の困難｣、｢費用対効果｣が問題となっていて、米国では｢国内との分担｣、｢コミュニケーション｣が

問題となっている。  
 

5. おわりに 
本稿では、いくつかの分析の視点の下に、アンケート調査の結果に基づいて、中国における研究開発

拠点及び米国における研究開発拠点のそれぞれについて、目的に適合する研究開発マネジメントと目的

に適っていないマネジメントの相違を明らかにした。さらに、中国における研究開発拠点と米国におけ

る研究開発拠点の相違についても明らかにした。今後は、なぜそうなっているのかという理論的解明を

目指して、産業別等の詳細な分析やインタビュー調査を実施して参りたい。 
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